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１ 前年度指摘事項等に対する措置等

（１）指摘事項

該 当 な し

（２）監査意見

該 当 な し

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況

該 当 な し

３ 組織及び業務調べ

課 名 係 (担 当 )名 課 の 主 な 所 掌 事 務

学事係 ・公印の保管に関すること

教育委員会事務局 ・職員の身分及び服務に関すること

東部教育局 ・市町村教育委員会の組織及び運営に関する指導、助言

及び情報提供に関すること

・市町村立学校の教職員の人事に関すること

・教育の調査及び統計に関すること

・公立学校共済組合に関すること

・教育関係団体との連絡及び必要な指導及び助言に関す

ること

学校教育係 ・市町村立学校の学校運営、教育課程、学習指導及び生

徒指導に関すること

・市町村立学校の教科用図書及び教材の取扱いに関する

こと

・市町村立の小学校及び中学校の児童及び生徒の就学義

務の免除及び猶予に関すること

・教育の調査及び統計に関すること

・学校保健及び学校給食に関すること

・学校体育に関すること

・教育関係団体との連絡及び必要な指導及び助言に関す

ること

社会教育担当 ・社会体育に関すること

・生涯学習及び社会教育に関すること

・教育関係団体との連絡及び必要な指導及び助言に関す

ること
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４ 職員の定員、現員調べ

（平成２４年４月１日現在）
種 別 事務職員 技術職員 現業職員 計

当 該 23.4.1 当該 23.4.1 当該 23.4.1 当 該 23.4.1 備 考
区 分 年 度 現 在 年度 現 在 年度 現 在 年 度 現 在

定 員
１３ １３ １ １ ０ ０ １４ １４

現 員
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

１３ １３ １ １ ０ ０ １４ １４

過不足(△)
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

臨 時 職 員
０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０

非常勤職員
０ １ ０ ０ ０ ０ １ １

５ 役付職員の調べ

（平成２４年５月１日現在）

職 名 氏 名 在 職 期 間 備 考

（併） 年 月

局 長 久岡 賀代子 １ １ 東部総合事務所参事監

次 長 網川 昭夫 １



- 3 -

６ 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

教育局運営費 ア 目的及び事業の実施状況

（学校教育） （ア）目的

県内東部地区を管轄し、５の市町教育委員会、８６の市町立小中学校、８

決算（見込）額 ３の幼稚園・保育所に対し、学校・園経営の充実や教員・保育士の資質向上、

5,000千円 指導力・授業力の向上等を図るため、指導助言等による支援を行う。また、

各市町教育委員会・各学校や園の自主・自立をめざす。

（財源内訳） （イ）事業の実施状況

一般財源 【東部地区幼稚園・保育所、公立学校との連携強化】

5,000千円 ○全小中学校への学校訪問（年２回）や要請訪問等により、学校経営や学

習指導の重点事項の周知、学校の取組状況の把握と指導助言、保育所・

幼稚園の訪問による指導助言や情報提供を行った。

○ＬＤ等専門員による巡回訪問を実施した。

○将来ビジョン ○各市町郡校長会（毎月１回開催）に出席して、学校課題等への対応につ

Ⅵ育む いて、指導助言等を行った。

（２）「人財・鳥 【情報発信】

取」の推進 ○月１回、東部教育局が発行する情報誌「東部通信」で学校の参考となる

学校教育の取組事例等を積極的に紹介することにより学校を支援した。

また、校長会では資料を配布し、新しい情報提供を行った。

○政策項目 【教職員への研修と啓発】

Ⅳ人財とっとり ○東部地区を対象とした幼稚園教員・保育士の合同研修会の開催、要請訪

２少人数学級の 問での「元気の出る園内・校内研修の手引き～改訂版～」（東部教育局

拡充など学力 刊）を活用した指導助言、新学習指導要領実施に向けた説明及び学校の

向上プログラ 教育課題に対応したワークショップの開催等を行った。

ム ・ワークショップ（年８回：特別支援教育相談会を含む）

参加者 127 名

テーマ：授業改善・生徒指導・外国語活動・特別支援教育・

幼児教育・家庭地域との連携 等

【市町教育委員会との連携】

○課題共有のための市町教育委員会訪問及び東部地区指導主事等連絡協議

会を開催した。

・市町教育委員会訪問（年２回）

・東部地区指導主事等連絡協議会（年３回） 参加者２1名

イ 平成２３年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

○新学習指導要領実施において、国と県の重点を示しながら学校経営・学

習指導等への支援を行った。

○学校のニーズに応じたワークショップの内容、情報発信を充実させた。

○学校訪問を踏まえ、不登校問題の解決に向けて、市町教育委員会と対応

策を検討し協力して課題解決に取り組んだ。

○校長会での情報提供、小中学校課と連携した研修会の運営等を行った。

○新規プロジェクトとして、年間通して学校の研究推進・授業改善に積極

的に取り組んだ。

ウ 成 果

○校種間連携による取組の重要性が学校で認識され、生徒指導・授業改

善・特別支援教育・幼児教育において、学校や園での連携した取組の効

果が上がってきている。
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【学校教育実施状況調査（抜粋）】

項 目 H22(A) H23(B) (B)-(A)

意欲を引き出し高める評価の工夫実施率 14% 44% +30%

校種を越えた連携の実施率 90% 95% + 5%

見通しと振り返りを重視した指導の実施率 35% 63% +28%

接続期のカリキュラム作成率 35% 35% 0%

○各市町教育委員会と連携して、園・学校への指導・支援を行い、学ぶ意

欲の向上、言語活動の充実・学習評価の推進、不登校問題など共通の重

点課題解決ができてきている。

【生徒指導月例報告集計（抜粋）】

項 目 Ｈ２２(A) Ｈ２３(B) (B)-(A)

不登校生徒の出現率 3.22% 3.00% △2.2%

エ 課 題

○中学校での新学習指導要領の趣旨を生かした授業作り、校内研究の推進

をさらに図る必要がある。

○不登校問題の解決に向けて、中学校区での共通の取組や保小中の引き継

ぎの工夫を進める必要がある。

○幼保小中高の校種間連携の中で、特に幼保・小の連携を進め、カリキュ

ラム等の面からも充実させ、取組を広げていく必要がある。
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６ 主な事業に関する調べ

事 業 名 概 要

教育局運営費 ア 目的及び事業の実施状況

（社会教育） （ア）目的

社会全体（学校・地域社会・企業・行政等）で取り組む教育の推進及び

決算（見込）額 教育の原点である家庭教育の充実を図るため、各市町教育委員会や関係団

5,000千円 体（ＰＴＡ協議会等）との連携を図るとともに支援を行う。

（イ）事業の実施状況

（財源内訳） 【市町教育委員会との連携】

一般財源 県社会教育協議会主催の東部地区社会教育関係者研修会を市町の社会教育

5,000千円 担当者と連携しながら開催した。

開催日 平成２３年６月２８日（火）13:30～16:30

会 場 東部総合事務所講堂

○将来ビジョン 内 容 講義 「社会教育（公民館事業）の企画のポイント」

Ⅵ育む 講師 県教育委員会家庭・地域教育課 藤山正明副主幹

（２）「人財・鳥 演習 昨年度の事業を見直し今年度の事業の企画を考えよう

取」の推進 講師 県教育委員会事務局東部教育局 松本洋介副主幹

参加者数 ６５名

【県ＰＴＡ協議会への支援】

県ＰＴＡ協議会が主催するＰＴＡ指導者研修（東部地区）の運営に係る助

言や分科会の講師として支援した。

開催日 平成２３年７月１６日（土）9:30～12:00

会 場 県民ふれあい会館

内 容 全体会 主催者あいさつ、施策説明

分科会 ＰＴＡ活動推進分科会他２分科会

【教職員への支援（学校支援）】

学校と保護者の連携の機会である保護者会を効果的に運営するため、運営

に係るワークショップを年２回開催した。

第１回 ８月８日（月）14:00～16:40 県民ふれあい会館

「参加型保護者会を学ぼう」参加者19名

第２回 12月26日（月）14:00～16:30 県民ふれあい会館

「学年末懇談会のプログラムを作ろう」参加者20名

イ 平成２３年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

○今まで教育局が企画、運営していた社会教育関係者研修を市町教育委員会

の自主、自立を高めるために、市町教育委員会を運営主体とし、局が支援

する形の研修に変更した。

○社会教育における学校支援として、より現場に役立つワークショップを新

規に開催した。

ウ 成 果

【東部地区社会教育関係者研修会アンケート（回答者57名）】

区分 はい どちらでもない いいえ 未回答 計

講義は良かった 51 5 0 1 57

か 89％ 9％ 0％ 2％ 100

演習は今後の活 48 7 0 2 57

動に生かせるか 84％ 12％ 0％ 4％ 100

アンケートの記述の中に、「事業分析の糸口ができた」「企画を考える際

のポイントが分かった」「事業の振り返りのよい機会になった」など、今後

の参考になるという声が多くあり、開催の成果が見られた。
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【ワークショップアンケート】

第１回評価 3.9（４段階）、 第２回評価 3.8（４段階）

アンケートの記述の中に、「保護者の方がどんな思いで参加されているの

か分かった」「今までの懇談とは違い新たな発見だった」「考える視点を持

てた」などとあり、開催の成果が見られた。

また、第１回に参加された先生方の中に、研修内容を生かして懇談会を行

った先生もあり、少しずつではあるが保護者会への関心が高まっている。

エ 課 題

○市町教育委員会の自主、自立に向けて、生涯学習・社会教育に係る課題と

ニーズを把握し、具体的な支援の在り方を検討する必要がある。

○学校と保護者をつなぐＰＴＡ活動も、家庭数の減少や役員と会員の意識の

違いなどの課題が見られる。家庭教育の充実を図るためには、県ＰＴＡや

郡市ＰＴＡと連携し、各単位ＰＴＡの活性化に向けた支援を行う必要があ

る。

○学校と保護者の連携をより強化するため、研修内容（ワークショップ等）

を取り入れた保護者会の実践を聞き、研修の成果（良さ）を広げていく必

要がある。
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７ 収入証紙取扱額調べ

該 当 な し

８ 収入事務処理状況調べ

（１）分担金及び負担金

該 当 な し

（２）使用料

該 当 な し

（３）手数料

該 当 な し

（４）財産収入

該 当 な し

（５）諸収入 （平成２４年１月３１日現在）

（単位：円）

収 入 科 目
件 数 調定金額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 根拠法令名等 備 考

目 節 細 節

雑 入 雑 入 非常勤講師 569 516,412 516,412 0 0

雇用保険料

目 計 569 516,412 516,412 0 0

合 計 569 516,412 516,412 0 0

（６）現金の取扱状況

ア 現金取扱状況

該 当 な し

イ つり銭の状況

該 当 な し
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９ 収入未済額調べ

該 当 な し

１０ 未収金回収促進のための取り組み状況調べ

該 当 な し

１１ 不納欠損額調べ

該 当 な し

１２ 負担金、補助金、交付金及び委託料支出状況調べ

該 当 な し

１３ 工事請負費調べ

該 当 な し

１４ 財産に関する調べ

（１）公有財産

該 当 な し

（２）金券類の受払状況

ア 金券の受払状況

（平成２４年１月３１日現在）

種 別 前年度末 本 年 度 中 本年度末 備 考

購 入 額 使 用 額

円 円 円 円

郵便切手及び郵便はがき １２，９６０ １２，５００ ６，１６０ １９，３００

収入印紙 ０ ０ ０ ０

収入証紙 ０ ０ ０ ０

タクシークーポン券 ０ ０ ０ ０

鉄道バスプリペードカード ０ ０ ０ ０

合 計 １２，９６０ １２，５００ ６，１６０ １９，３００

イ タクシーチケットの受払状況

該 当 な し
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（３）債 権

該 当 な し

１５ 財産の貸付け及び使用許可調べ

該 当 な し

１６ 借受不動産明細調べ

該 当 な し

１７ 職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ

該 当 な し

１８ 自動車（二輪を除く）の管理状況調べ

該 当 な し

１９ 寄附物件の受納状況調べ

該 当 な し

２０ 備品の処分状況調べ

該 当 な し

２１ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ

該 当 な し
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２２ 小中学校等への支援の状況調べ

（平成２４年４月１日現在）

（単位：回）

保 育 所 小 学 校 中 学 校 特別支援 高等学校 合 計

月別 幼 稚 園 学 校

相 談 訪問 相談 訪問 相談 訪 問 相談 訪問 相談 訪問 相談 訪問

４月 ３ ６ ３ ４ ０ １９ １０ ２５

５月 １ ８ ２７ １ １６ ２４ ９ ６８

６月 ６ ５ ９３ １９ １２ ５ １３０

７月 １ ６ ２ ３７ １２ １ ２６ ３ ８２

８月 ３ ２ ２１ ８ ７ ２ ３９

９月 ５ ３ １９ １１ １６ ３ ５１

１０月 １ １１ ２ ２９ １ ２５ ２５ ３ ９０

１１月 ７ ４ ４９ ８ ２１ ２５ １２ １０２

１２月 ６ １ ３４ ３９ ２ ２ １７ ３ ９８

１月 ５ ２ １７ １ ９ １４ ３ ４５

２月 １０ １ １６ ３ １４ １ ４３

３月 ２ ３ １ １０ １６

計 ２ ６５ ３６ ３４８ １５ １６４ ２ ３ ２０９ ５４ ７８９

○ 意見、要望等

（１）業務に関する意見、要望等

特になし

（２）監査委員事務局に対する要望等

特になし


